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支給額
　休業１日につき、直近12か月間の標準報酬月額平均
額の1/30の3分の2に相当する額が支給されます。た
だし、休んだ期間中も給料が支給される場合は、出産

手当金は支給されませんが、出産手当金の額より少な
い給料を受けている場合は、差額分が支給されます。

支給期間
　出産手当金が支給されるのは、出産の日以前42日（双
子以上の場合は98日）から出産の日後56日までを限
度に、休んだ期間についてです。ただし、出産の予定

日より遅れて出産した場合は、出産の予定日以前42日
（双子以上の場合は98日）から実際に出産した日後56
日までの休んだ期間が対象となります。

産前産後および育児休業期間中の保険料免除

　産前産後休業期間（産前6週間・産後8週間）、および育児
休業期間（育児休業開始日の属する月から育児休業の終わった
日の翌日が属する月の前月まで）の保険料は、事業主からの申
し出で免除されます（育児休業日数等の要件があります）。

出産のため会社を休んだとき

　被保険者自身が出産のため仕事を休み、給料の支払
いを受けなかったときは、生活費として「出産手当金」
が支給されます。

出産手当金が支給されます

死産・流産・早産のとき
　妊娠4か月（85日）以降であれば、死産・流産・早
産でも、出産育児一時金と同じように出産手当金支給
の対象になります。

「出産手当金支給申請書」に医師または
助産師等の証明を記入してもらい、産
後56日間を経過後、会社（人事部門）
に提出してください。

「出産手当金支給申請書」 
➡ P.93・94

手続き

「出産手当金」として直近12か月間の標準報酬
月額平均額の1/30の3分の2に相当する額を産
前42日間、産後56日間支給

被保険者が出産のため会社を休み、
給料が受けられないとき

360円

360円
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　被保険者や被扶養者が死亡したときは、「埋葬料」などが下記のとおり支給されます。

埋葬料（家族埋葬料）と付加金が支給されます

死亡したとき

埋葬料 50,000円

埋葬料付加金 50,000円

計 100,000円

家族埋葬料 50,000円

家族埋葬料付加金 10,000円

計 60,000円

被保険者が死亡したとき 被扶養者が死亡したとき

生計維持関係にある人がいないとき
　被保険者が死亡したときで、生計維持関係にある人がいない場合は、実際に埋葬を行った人に「埋葬費」として
埋葬料の範囲で実費が支給されます。

仕事中の死亡のとき
　被保険者が業務上（仕事中）や通勤途上（通勤、帰宅途中）に死亡した場合は、労災保険から葬祭料が支給されま
す。この場合、健康保険の埋葬料は支給されません。

生まれた子供がすぐ死亡したとき
　死産の場合は、被扶養者に該当しないため家族埋葬料は支給されませんが、生まれた子供がすぐに死亡したとき
は家族埋葬料が支給されます。

「埋葬料（費）・付加金支給申請書」に死亡についての事業主の証明を取得するか、または下記
の書類（写）のうちいずれか一点を添付して、健保組合に届け出てください。

「埋葬料（費）・付加金支給申請書」に死亡についての市区町村長または事業主の証明を取得す
るか、または下記の書類（写）のうちいずれか一点を添付して、健保組合に届け出てください。

「埋葬料（費）・付加金支給申請書」に死亡についての事業主の証明を取得するか、または下記
の書類（写）のうちいずれか一点と、埋葬に要した費用の領収書（原本）および死亡者との身
分関係を証明する書類を添付して、健保組合に届け出てください。

「埋葬料（費）・付加金支給申請書」 ➡ P.87

下記の書類（写）のうちいずれか一点を添付
▶埋葬許可証　▶火葬許可証
▶死亡診断書　▶除籍謄本　▶死体検案書

手続き

埋　葬　料

家族埋葬料

埋 葬 費

360円


